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2C7 科学技術の構造と 国際競争力 
- 炭素繊維の開発における 事例 - 

0 柿崎 文彦，権 田 令 治 ( 科学技術政策研究所 ) 森川 正信 ( 東レ ) 

1 . はじめに 

経済成長と社会発展に 対する技術革新の 寄与の重要性はすでに 衆知のこととなっている。 と 

りわけ、 技術革新における 技術開発需要の 明確化 ( ディマンド・アーティキュレーション ) は 

技術革新プロセスの 一般性を検証するためのパラダイムを 形成しつつあ るものと考えられる 

[1]@ 0 

一般に 、 我が国の工業製品の 国際競争力は 高いと言われている。 しかし、 これは主として 加 

エ 組立型産業の 製品で、 素材産業の製品については 必ずしも国際競争力が 高いとは言えない。 
これは、 企業規模に代表される 産業構造に関係するものでもあ り、 また、 製品の原料をほぼ 全 
面的に輸入に 依存していることにも 関連する。 これらは科学技術の 構造と合わせて 検討するべ 
きことであ るが、 複雑なアプローチが 必要と考えられる。 

このため、 本研究では研究開発の 仕組みとその 背景にあ る我が国の科学技術の 構造との観点 

から議論を展開する。 素材の事例としてとりあ げるべきものは 多数存在する。 競争力が弱いと 
されている素材のなかにあ って 、 我が国が全世界のマーケット・シェアの 6 0 ～ 7 0 パーセン 

トを占め、 例外的な存在となっている「炭素繊維」を 事例としてとりあ げたところ、 以前著者 
らが提唱した 科学技術と国際競争力との 関係を説明するモデル [2] の妥当性を示すことがで 

きた。 

2 . 炭素繊維開発の 経緯 

科学技術活動の 直接的成果として 位置づけられる 工業製品 " を 例に挙げると、 我が国の場合、 

機械及び電機産業に 代表される加工組立型産業の 製品は、 「垂直型」の 研究開発の構造を 有し、 
技術革新の速度が 極めて早く、 その結果として 製品の国際競争力が 強い。 一方、 素材産業では 
「水平型」の 研究開発の構造であ るため、 研究開発の速度が 遅く、 加工組立型産業の 製品と比 
べ国際競争力が 弱 い ものと考えられる [2] 0 
一概に「素材」といえどもその 範囲は広範であ る。 「素材」のなかでも「新素材」として 特 

に関心の集まっているものがあ り、 これに関しての 最も新しい定義は 次に示すとおりであ る。 

「新素材とは、 金属系・無機系・ 有機系の原料及びそれらを 組み合わせた 原料を基にして、 高 
度な加工技術 ( 例えば原子・ 分子レベルのミクロな 構造制御・高純度化・ 複合化等 ) または 商 

品化 技術を馬 E 便 することによって、 従来にない新しく 画期的な特性及び 新たな社会的価値を 生 

みたす付加価値の 高 い 素材を言う [3] 。 」 
ここで、 今回研究の対象とした 炭素繊維の研究開発の 経緯について 概観する。 

炭素繊維のイノベーションの 歴史は 1 98 2 年、 米国の発明王ト 一マス・エジソンによる 電 
球の ( 正確にはフィラメントの ) 発明にさかのぼることができる。 フィラメントの 原料となっ 

たのが京都産の 竹であ ったことは有名であ る。 しかし、 この発明は現在先端複合材料として 用 
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いられている 炭素繊維に直接 っ ながるものではない。 複合材料の研究開発が 開始されたのは 1 

9 4 0 年代で、 この時期に複合材料の 強度理論が発達した。 この時期は 、 主として繊維の 有 す 

る 形態保持機能を 利用すること、 そして繊維の 強度因子としての 利用が主目的で 合ったとされ 

ている。 1 9 5 0 年には英国ロールス・ロイス 社がジェット・エンジン RB 一 1 6 2 の開発に 

際し、 ボロン系複合材料を 採用した。 しかし、 当時は研究開発が 未成熟の段階で、 同社の複合 

材料への進出が 同社の経営を 悪化させたと 言われている。 先端複合材料の 研究開発が本格化し 

たのは米国空軍および NASA に よ るもので、 航空機の軽量化を 目的に 1 9 6 0 年代から本格 

化した。 
炭素繊維を世界にさきがけて 商用化したのは 1 9 5 9 年、 米国ユニオン・カーバイド 社 (U 
CC) でレーヨンを 原料とする「 Thomel 25 」であ る。 同年、 今日の炭素繊維の 製造方法の原 
点として位置づけられる 画期的な発明が 大阪工業試験所の 進藤氏に よ りなされた。 UCC が炭 
素繊維の原料としてレーヨンを 用いたのに対し、 進藤氏はポリアクリロニトリル (PAN) か 
らの製法を発見した。 同氏の発明は 現在でも PAN 系炭素繊維の 基本特許とされている。 1 9 

6 2 年には進藤氏の 特許を基に、 日本 ヵ一 バイトが炭素繊維の 試作を開始した。 これに続き、 

1 96 3 年に英国 Roy 田屋 ロ荻 ESlablishment (RAE) ではさらに高性能の 炭素繊維の発明が 
なされている。 翌年には、 英国の CourI ㎝ Ids,RoIIes-Roys 及び Magnite により RAE の特許による 
炭素繊維の製造が 開始された。 また、 1 9 6 5 年には群馬大学の 大谷底により、 ピッチ系炭素 

繊維が発明された。 これ以降、 炭素繊維の研究開発は 高度化の一途をたどることとなる。 従っ 

て、 現在先端複合材料として 用いられている 炭素繊維の基本的知見の 獲得は 1 9 6 0 年代に達 

成されたということができる。 

炭素繊維に対するニーズは、 当初航空機、 主として軍事用途からであ った。 当時の東西冷戦 

構造を背景に、 航空機機体の 軽量化は必要不可欠の 要求であ り、 米国連邦政府、 英国政府を初 
めとして国の 強力な支援の 下に研究開発が 展開された。 戦闘機 F 一 1 4 の尾翼に炭素繊維強化 

プラスチック (CFRP) が応用されたのは 1 9 70 年になってからのことで、 研究開発の開 

始から実に 1 0 年の歳月を要した。 

一方、 同時期に全世界を 震 接 させた 2 度の石油危機は、 航空機の機体の 軽量化に よ るジェッ 

ト燃料消費削減を 目的に、 民間航空機にも CFRP の用途を広げた。 航空機用の CFRP に 要 
求 される性能は 軽量化とともに 優れた「強度」にあ る。 それゆえ、 高性能の炭素繊維自体の 研 

究開発もさることながら、 他の素材との 組み合わせであ る CFRP の研究開発は 現在も継続し 
て 研究開発が続けられているのであ る。 一方、 この目的で開発される 炭素繊維は航空機メーカ 

ーからのスペックに 応える性能を 追及することであ る。 一般に、 民間用航空機のモデルチェン 

ジは 1 0 年に 1 度と言われており         一からのスペックを 満たす製品を 開発できなければ 

次に ピ ジネス・チャンスが 巡って               午後というリスクが 伴う。 また、 軍事用の用途 

6 国の予算に応じ 生産台数が限られているため、 マーケットとしては、 鉄鋼等他の素材と 比べ 

必ずしも大きくち り 。 実際、 現在全世界の 炭素繊維の市場規模は、 航空機をはじめとして 約 6 

0 0 0 トン程度であ る [4] 0 

しかし、 炭素繊維の研究開発が 活発な理由は、 高付加価値性であ る。 実際に生産が 開始され 
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炭素繊維が市場に 出回った後も、 航空機用途に 代表される高性能炭素繊維の 需要は供給を 下回 

るものであ った。 この受給関係を 逆転させたのは 釣りざお、 ゴルフ・シャフト、 テニスラケッ 

ト 、 スキー 板尊め レジャー用品からのニーズであ った。 これらの製品が 炭素繊維に要求した 性 

能は「弾性」であ り、 レジャー用品の 高機能化を進め、 付加価値を高めるものであ った。 

レジャーはファッションと 密接に係わっており、 多少価格は高くとも 他人よりは良いものを 

持ちたいという 消費者ニーズ 及びモデルチェンジの 速さ ( 通常 1 年 という短いサイクル ) と見 

事 に合致し、 炭素繊維の市場は 急速に拡大した。 また、 企業の側からは、 「強度」と「弾性」 
という相異なる 性質を満たす 炭素繊維の研究開発を 拡大するするきっかけとなったとも 言われ 

ている。 

3. 炭素繊維の世界規模での 需給構造と国際競争力 
最新の資料に よ ると、 炭素繊維の生産能力は 現在でも供給が 需要を上回っている。 内訳では、 

PAN 系の炭素繊維の 供給は世界全体で 1 1. 5 0 0 トン、 ピッチ系では 2, 0 54 トンと P 

AN 系が圧倒的に 多い。 PAN 系炭素繊維は 高強度及び 高 弾性の双方を 性能として有する。 一 

方 、 ピッチ系炭素繊維は PAN 系に上 ヒベ 強度は劣るものの、 高 弾性を出すことができる [5] 0 
ピッチ系炭素繊維の 生産量が少ない 理由は原油の 残 掩 であ るピッチを原料とし 原料のコスト 

は 安いものの、 既存の技術で 炭素繊維とするには 逆にコストが 割高になるためであ る。 実際、 

ピッチ系炭素繊維を 生産しているのが 石油精製メーカ 一で、 PAN 系が日本では 繊維メーカー、 

海外では狭義の 炭素素材メーカ 一であ ることからも 供給側の企業構造を 理解することができる。 

PAN 系について着目すると、 我が国の企業に よ る生産は全世界の 4 5% 、 米国が 4 1% 、 

欧州が 1 2% となっている。 また、 日本企業がすべて 自社内で生産を 行っているのに 対し、 前 

駆体の供給も 日本企業が多く、 生産シェアだけでなく、 技術的にも日本仝業の 優位を読み取る 

ことができる。 これは、 日本の化学産業が 諸外国に比べ 弱いと言われているなかにあ って 、 極 

めて異例のことであ る [6 ] 

各々の製品は 焼結させる PAN の段階から研究開発が 開始される。 すな ね ち、 重合させるア 
クリロニトリル 誘導体の探索と 重合を促進させるためアクリロニトリルに 添加する失体の 重合 

体の探索にまでさかのぼる。 東レにおける 重合体の研究開発の 過程に、 同社が炭素繊維市場へ 
の参画を決意させた 事例を見 ぃ だすことができる。 それは、 1 9 6 5 年に同社の研究所 ( 現基 

礎 研究所 ) の森田氏が発見したアクリル 繊維が、 炭素繊維とする 際の焼結時間 ( 炭素化プロセ 

ス時間 ) を大幅に短縮することであ る ( 従来 1 4 時間要したものが 1 時間となった ) 。 この 研 

究は炭素繊維へのアクリル 繊維の応用をめざした 研究ではなかったようであ るが、 仝業におけ 

る幅広い探索型の 研究の成功事例としてとらえることができる。 

また、 炭素繊維を最終製品とするために 必要不可欠な 焼結装置に関して、 同社は先発メーカ 

一であ る UCC とのクロスライセンスに ょ り、 それまでのバッチ 式生産から、 焼結過程の連続 

生産をすることができるようになった。 連続焼結技術には 1 3 0(H 度 程度の高温を 数日間維持 
する高温技術が 必要で、 炭素素材メーカ 一の技術を必要としたためであ る。 しかし、 その後 U 

CC は炭素素材メーカーゆえにモノマ 一の研究開発に 遅れをとり、 また品質管理等による 問題 

から炭素繊維部門を 他社に売却し、 この事業から 撤退している。 炭素繊維の名が 示すように、 
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この先端材料の 基礎技術は原料となる 繊維の品質とその 原料となるモノマ 一の研究開発にあ り   

このため、 繊維メーカーが 炭素素材メーカ 一に優位を保ったものと 考えることができる。 

一方、 需要面では、 米国が最も多く、 とりわけ航空宇宙分野での 需要が多い。 欧州でも米国 
と同様航空宇宙分野での 需要が多く、 反対に我が国ではスポーツ 用途、 工業用途の炭素繊維の 

需要が多い。 重要百から、 我が国の炭素繊維の 優位性の傍証となる 事実があ る。 航空宇宙産業 

は米国が世界を 凌駕する巨大産業であ る。 その一 つ であ るボーイング 社は仝世紀最後の 大型 民 

間 航空機といわれている「 B 一 7 7 7 」の尾翼の構造材として、 同社が示したスペックを 満た 

す炭素繊維複合材料納入業者として 1 9 9 0 年 4 月に東レ ( 株 ) のみを認定した [7] 0 
航空機はとりわけ 安全性に関するチェックが 厳しく、 米国国内にも 大手素材メーカーがあ り、 

当然激しい研究開発競争のあ ったことを想像するに 難しくはないが、 これをクリアーしたのが 

日本企業であ るという事実は、 炭素繊維分野での 我が国の優位を 示すものであ る。 先にも述べ 

たように、 航空機のモデルチェンジは 1 0 年に 1 度と言われていることから、 この分野におけ る 我が国の優位は 当分続くことが 予想できる。 しかし、 2 0 0 0 年頃 に訪れるであ ろ 測 新 
型 航空機のスペックはすでに 内示されていることが 予測できる。 このため、 全世界の炭素 繊製 造 メーカーがそのスペックに 見合う材料の 検討に入っていることは 明らかであ ろ つ + 
4 , まとめ 

炭素繊維の開発過程は 需要側からの 要請に よ るもので、 「基礎 づ 応用 ず 開発」という 線形 モ 

デル は明らかにあ てはまらない。 また、 需要も航空機の 機体強化材料のように 研究開発期間 1 

0 年程度の長期にわたるものと、 レジャー用品のように 1 年と極めて短いサイクルのものとが 

混在している。 前者が「強度」を 向上させる目的であ るのに対し、 後者では研究開発の 目的が 

「弾性」の向上にあ る。 「強度」と「弾性」とは 互いに異なる 性能であ るため、 両者を同時に 

満たす材料の 開発は理論的に 不可能であ る。 炭素繊維の研究開発はこれら 二つの異なるべクト 

ル上に同時並行に 展開されている。 前者は炭素繊維の 基本的特性であ る「強度」と「弾性」と 

を 極限まで追究するものであ る。 ここでの研究開発の 流れは物質の 基本的特質の 探求であ り、 

科学的知識を 増加させるための 活動であ る。 一方、 後者は市場からの 短期的ニーズ、 すな ね ち、 

適度な「強度」 と「弾性」の 双方を満たす 新素材の開発に 重点が置かれている。 これはそれま 

でに蓄積された 科学的知識を 具体的技術とする 活動で、 前者とは異なる 性格を有する。 この ょ 

うに、 製品Ⅱを介在した 知識のフィードバックが 存在する。 ここには、 原料となる PAN の研究 
開発のみならず、 需要に適応する 焼結技術も含まれる。 

筆者らが提唱するモデル [2] で、 縦軸はあ る知識が科学と 技術のどの領域に 位置するかを 
示し、 また横軸はその 知識を基に作られた 製品 口 等の市場における 価値を示している。 「 L 」で 

示される縦軸の 中では科学的知見と 技術的知見との 間でのフィードバックを 繰り返す研究開発 

活動が行われる 過程であ る。 また横軸は技術的知見を 商業化するための 研究開発がフィードバ 

ックを繰り返す 領域で、 矢 E 口の方向と研究開発コストとが 比例関係にあ る。 製品の目に見える 
状態での ( 国際 ) 競争力の有無は「 L 」横の位置がどの 程度右にあ るかにより示されるものと 

考えられる。 すな ね ち、 イノベーションの 源泉として、 「 L 」の縦が「プロダクト」であ れば、 

横は 「プロセス」に 相当するものと 考えることが 可能であ る。 製造技術がほぼ 飽和のレベルに 
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あ る場合、 競争力の源泉は「 L 」の縦の程度に 依存することになると 考えられる。 

今回の事例研究で、 PAN の基本的製造方法及び 炭素繊維焼結の 基本的技術は「共通基盤 技 
術 」 に位置づけられる。 すな ね ち、 これらの基本的知識は 特許等により 衆知のものとなってお 

り、 知的所有権 に対する対価を 支払えばその 知識を利用することができる。 しかし、 製品の 

( 国際 ) 競争力を左右するものは、 新たな PAN あ るいはこれを 製造するための 科学的知識、 

すなわち「研究」の 領域であ り、 また PAN を焼結させ最終製品とする「製造技術」の 領域で 
あ る。 異なる研究開発のシステムが 存在する場合、 例えば UCC と東レのケースの 場合、 クロ 

スライセンスは 図に示す二つの「 L 」の重なり部分で 起こったものと 考えられる。 すな ね ち、 

東レが求めたものが 焼結技術であ り、 UCC の求めたものが PAN の製法に関するものであ っ 
たと考えられる。 製品の競争力を 高めるためには、 科学的知識と 製造技術の双方を 高度化しな 

けれ は ならない。 時間の経過に 伴い、 「 L 」すな ね ち、 研究開発活動は 図の右 斜 上に移動して 

い く性格を有するものとして 位置づけられる。 この結果、 研究開発の最終的結果であ る製品は 

ハイテク化し、 竹刀Ⅱ価値は 上昇していく。 一方、 これを支えるための 共通基盤技術のレベルも 

向上し、 共通の知的ストックの 拡大へとつながる。 また、 製品の付加価値を 向上させ、 また 共 

通 基盤技術を拡大するためには 科学的知識の 充実が必要不可欠であ る。 この部分は一般に「 企 

業 における基礎研究」に 相当する部分であ るが、 科学的知識を 充実させるためにはさらに 上位 

の概念であ るアカデミックな 研究との相互作用がなくては 拡大させることはできない。 「技術 

革新を継続して 創出させるためには 基礎研究が必要であ る」と言われているが、 その技術革新 

を製品の国際競争力に 反映させるための 過程は容易ではなく、 それに付随する 多くの周辺技術 

の高度化の必要性をこのモデルは 示すものであ る。 

なお、 本研究を進めるにあ たり多くの助言を 頂いた東レ株式会社 ACM 技術部長西村 正氏 
に 謝意を表する 次第であ ります。 また、 本研究は日本工学 ァヵデミ 一の研究助成に よ る成果の 

一部であ ることも ィ 寸言 己 致します。 
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